
平成22年12月

杉　　並　　区



．ノ

職員白書2010の発行にあたって

　杉並区では、職員の現状を区民の皆様だけでなく職員自身にも知ってもらう

ことを目的に、平成13年から職員白書を発行してきました。

　また、平成16年に地方公務員法が改正され、人事行政の運営等の状況の公

表に関する事項が定められ、杉並区においても、改正された地方公務員法の規

定に基づいて、平成17年3月に、「杉並区人事行政の運営等の状況の公表に関

する条例」を制定し、人事行政のより一層の公正な運営と透明性の向上を図る

こととしました。

　r職員白書』は、平成17年から、これまでの白書の内容に新たな項目を追

加し、また、地方公務員法に規定する人事委員会からの業務の状況の報告をあ

わせて冊子形式にまとめることで、条例に基づく人事行政の運営等の状況の公

表を行うものとして発行しています。

　皆様のご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。



～　目　次　～

1

1

職員の勤務条件をめぐる最近の動き＿＿一一一．＿一＿＿一＿＿．一一一一一一＿　　ブ

表とグラフで見る職員の現状

第1　職員

　1　区職員の配置の現状一一＿一＿一＿一＿．＿＿＿＿一＿＿一一＿一一＿　6

　2　職員数の推移一一一＿＿＿＿＿一一一一一一＿一＿＿＿＿＿．＿一＿＿　7

　3　年齢別職員数＿一＿＿一一一一一一＿＿＿＿＿＿．＿＿＿一一＿＿一・一一8

　4職種別職員数，．＿一＿＿．＿．，一＿一一一＿＿一一一．＿＿＿＿＿．＿一一ブ0

　5　職層別職員数の推移＿＿＿＿＿一一＿一＿一＿＿＿一＿＿．＿＿ブブ

第2　採用、昇任、処分、退職

　1　採用＿＿．＿，＿＿．．＿一一一一一＿一＿一＿一＿＿一＿＿＿．＿．＿一ブ2

　2昇任＿＿＿＿＿＿＿＿一＿一＿一一一＿一一一一＿＿一一一一＿一．一一一．一一一一一一一＿＿．＿＿ブ3

　3　処分．＿一一一，一＿＿一一一一一一一一一一＿＿＿一＿一一一一．＿＿＿＿＿＿．．ブ8

　4退職＿＿＿＿＿＿，一．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿一一一ブ9

第3　勤務条件

　1　勤務時間一一一一一一一一一＿一一一一一＿＿＿一＿一＿．一＿＿＿＿一＿＿．2ブ

　2　無次有給休暇＿一一一一一一一一一＿一一一一一一一一一一＿一一一一一一一一＿一一＿一＿一＿－2ブ

　3　特別休暇等　＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿一．一一＿＿＿＿一＿－2ブ

　4　育児休業　＿＿＿＿＿。＿．＿＿＿一＿一＿一一．．＿一＿一一一一一＿22

第4　職員の給与と人件費

　1　区職員の給与決定のしくみ．＿＿＿＿一一＿＿＿一一＿一＿一＿＿23

　2　区職員の給与．．＿＿＿＿一一一一．＿＿＿一＿＿＿一一一＿＿＿＿23

　3　職層別給与、職種別給与＿＿＿＿．＿＿一．＿＿一一一＿一＿＿一．24

　4　ラスパイレス指数＿一．＿＿一一＿一．＿一＿．＿＿＿＿．＿一一＿一．25

　5　人件費の抑制＿．＿一一一．一＿＿一一一＿＿＿一一一＿＿一一一一＿＿＿－26



第5

　1

　2

　3

第6

　4

　2

　3

　4

第7

　1

　2

健康管理

所属別定期健康診断受診状況　＿＿一．＿．一一一一一＿一．＿＿一一＿一．

長期病気休暇取得者数、休職者数一＿＿＿．＿＿＿一＿＿一一＿

職員健康冬目言炎室禾U月訓犬況一一一一一一腫一．＿騨一．騨一一一一一一一一．一．．鱒＿＿一一一一一一．一

職員の福祉・共済・公務災害補償制度

厚生制度　＿．一一＿一＿＿．＿一一一一一＿一一一．＿＿＿．＿一一一一＿．＿

共済制度　＿．．＿＿一＿一一＿一＿＿一一一一一＿一一一＿一。＿＿＿一一．

公務災害ネ甫1賞串u度＿＿圏＿＿＿＿．＿＿．＿＿胃＿騨一一一＿＿一＿＿圏＿＿圏＿圏圏．＿．卿＿＿．一＿＿一＿一＿＿

その他の厚生制度＿．＿＿＿一一＿一一＿一＿．＿＿＿一一一＿一＿

職員の人材育成と勤務評定

研修受講回数及び受講者数一一一＿一一＿＿＿．＿．．．一一一＿一＿一＿

勤務評定と自己申告．＿．＿＿一一一一一．＿．＿＿＿＿＿＿一一．一一一一

27「

28
29

30

3ブ

3ブ

32

33
34

皿　特別区人事委員会の業務状況の報告＿＿＿一＿＿＿．．一一一一＿一．＿＿35



1　職員の勤務条件をめぐる最近の動き

1　人事制度の改善

（1）改正育児・介護休業法に伴う制度の見直し（22年度）

　配偶者の状況に関わらず育児休業できるようにする等、育児休業を取得しやす

い制度に改めました。また、短期の介護休暇鯛度の導入や子の看護休暇制度の拡

充、育児のための超過勤務免除・制限の規定を設けました。

（2）新任職員への支援制度の実施（22年度）

　新任職員が安心して職場で力を発揮できるよう、職場での新任職員の育成の中

心的な役割を担う「新任職員育成担当者」と、職場外から先輩職員として、自ら

の経験などをもとに新任職員を支援していく「新任職員サポーター」を配置しま

した。

（3）再任用制度の本則実施（22年度）

　定年退職した職員のこれまでの知識・経験を有効に活用させるため、再任用制

度の本則実施を行いました。

（4）勤務時問等の見直し（21年度）

　民間準拠を基本として、1週間の正規の勤務時間を「40時間」から「38時

間45分」に、1日の正規の勤務時間を「8時間」から「7時間45分」に改め

ました。また、休憩時間を「45分」から「1時間」に改め、休息時問を廃止し

ました。

（5）病気休暇及び病気休職に係る制度の見直し（21年度）

　国や他団体との制度均衡を図るため、病気休暇に係る給与の減額を免除する

日数を、1回について引き続く180日から90日の限度に改めました。また、

病気休職に係る給与の支給期間を、病気休職期間が満2年から満1年に達するま

でに改めました。

（6）管理職員の勤勉手当一律拠出の実施（21年度）

　勤務成績に応じた戒績率制度の効果的な運用を図るため、21年6月支給の勤

勉手当から、管理職員の勤勉手当の一律拠出を実施しました。
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（7）育児短時間勤務制度の導入（20年度）

　職員が育児と仕事の一層の両立を図ることができるよう、小学校就学前の子を

養育するために、希望する勤務形態で勤務できる育児短時間勤務制度を導入しま

した。

（8）統括部長職の設置（20年度）

　各部が自律性を発揮し、主体的な事業展開を行っている中、その執行責任者と

しての職責を明確にするため、統括部長職を設置しました。

（9）勤勉手当の成績率の導入（20年度）

　勤務成績に応じたメリハリのある給与制度とするため、管理職員のみに実施し

ていた勤勉手当の成績率について、一般職員についても平成20年6月支給分か

ら導入しました。

（10）新しい評価制度の実施（19年度）

　職員のより効果的な人材育成、能力開発を実現するとともに、職員の業績・能

力等に応じた職員の処遇を適正に行うため、新しい評価制度を実施しました。こ

の評定結果に基づいて、翌年度の昇給号数や勤勉手当の支給額を決定することと

し、また、透明性を確保するため、評定結果の本人開示・苦情処理の制度を導入

しました。

（11）昇給制度の改善（18年度）

　勤務実績をきめ細かく反映させるため、従来の号給を4分割にするとともに、

普通昇給と特別昇給を統合し、勤務成績に応じた5段階の昇給区分とし、昇給時

期についても18年度から4月1日に統一しました。また、最高号給を超えて昇

給する枠外昇給も廃止しました。

（12）一般職の任期付職員制度の実施（18年度）

　公務の能率的運営を確保するため、専門的な知識経験を有する者を、その知識

経験が必要とされる業務期間に限って採用する任期付職員制度を実施していま

す。

（13）特殊勤務手当の一部廃止（18年度）

　不規則勤務手当のうち、土・日・年末年始の勤務に係る手当の廃止を、18年

4月から実施しました。
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（14）行政系1級職と2級職の統合（18年度）

　行政系職員の職務の級のうち、1級と2級について、職責の違いが明確でなく、

区分する意義が薄れていることから、統合し1級職とし、18年4月から全体と

して1級から9級までの体系に改めました。

（15）子育て支援に係る休暇の充実（17年度）

　妊娠初期休暇の母体保護休蝦への変更、出産支援休暇の日数増など、職員の子

育て支援に係る休暇を、17年i1月から充実させました。

（16）技能系人事制度の改善（17年度）

　技能系職員の能力と業績に応じた処遇の徹底を図るため、技能系職員について

は4層制の職級構成とし、これに合わせた4級構成の給料表を適用するなどの技

能系人事制度の改善を行い、17年4月から実施しました。同時に、業務員制度

は現員がなくなりしだい廃止することとしました。

（17）技能主任職昇任選考の実施（16年度）

　技能系職場における職員の指導育成を行い、現場作業におけるリーダーとなる

技能主任を配置するため、16年度から技能主任職昇任選考を実施し、17年4

月から技能系職場に技能主任を配置しています。業務系についても、17年7月

から同様の取扱いとなりました。

（18）経験者採用試験の実施（16年度）

　民間企業での有用な職務経験を有する人材を活用するため、経験者採用試験を

16年度から特別区人事委員会にて実施し、杉並区でも職員を採用しています。

2　私のチャレンジプランの導入

　課、係を単位として、職員一人ひとりが自分の仕事への取組みや職務遂行に必要

な能力開発の目標について考え、チャレンジする「職員チャレンジ目標制度」を1

5年度に試行し、16年度から本格実施しています。平成19年度からは、組織目‘

標との連携を更に増し、人材育成の視点を重視した「私のチャレンジプラン」とし

て、新たな制度をスタートさせました。

3　職員の人材育成

（1）第2期杉並区人材育成計画の策定（21年度）

　　杉並区が、将来に向け自立した「地方政府」として責任を持って公務を果たし

ていくには、環境の変化を受けた新たな課題に対応する必要があります。そのた

め人材育成の戦略を再構築し、平成13年度に策定した人材育成計画を改訂しま

　した。今回の改訂では、小さくても力強い組織を支える人材を育成するために、

　これからの3年間で重点的に取り組む内容を明らかにしています。
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（2）すぎなみ公務心得三則の制定（20年度）

　区の「基本方針」である「区民とつくる小さな区役所で五つ星のサービスを」

のもと、公務の使命及び区役厭のあるべき姿とそれを実現すべき杉並区職員の

「行動指針」として「すぎなみ公務心得三則」を制定しました。

　この内容は、今後の人材育成の原点です。

（3）特別区共同研修からの自立（19年度）

　　「杉並区の職員は杉並区で育てる」ことを基本方針に、特別区職員研修所で

　行う共同研修にっいての参加を見直し、職層研修には参加しないこととし、専

　門研修等についても、職員育成上必要なものを選択し参加しています。

4　職員の健康管理・メンタルヘルス

（1）心の健康づくり計画（18年度）

　職員のこころの健康が保たれるよう、予防から発症・治癒後の職場復帰までを

体系的に整理した「職員の心の健康づくり」を冊子にまとめました。これにより、

職員の心のケアを実施します。

（2）各職場との連携

　心の健康問題を抱えている職員と職場の上司、主治医との連携を図り、職場復

帰への支援を実施するとともに、復帰後には心理カウンセラーのフォロー面接を

実施しています。

（3）ストレス診断の実施

　メンタルヘルスの不調を深刻化・長期化させないためには、早期発見が重要で

す。職員自身がストレスに気づくために、全職員を対象としたストレス診断を実

施しました。

5　その他

（1）庶務事務システムの構築

　　「杉並区情報化アクションプラン」に基づき、各課における庶務事務を軽減し、

職員が本来業務に専念できる環境を整備するため、ICカードを使用した庶務事

務システムを構築し、19年度から稼動しています。

（2）職員の子育て支援行動計画の推進

　「次世代育成支援対策推進法」に基づき、子育てを行う職員の仕事と子育てと

の両立を支援する勤務環境の整備を図るため、同法に規定された特定事業主行動

計画として、「杉並区役所職員の子育て支援行動計画」を17年1月に策定しま

した。この計画を推進するために部会を設置し、勤務環境の整備に努めています。
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第1章 職　員

1 区職員の配置の現状

平成22年4月1日現在の職員数は、3，701人です。

その他に再任用短時間勤務職員268入が配置されている他、嘱託員やパートタイマ

ー 、臨時職員が勤務しています。
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2　職員数の推移

　職員数は、昭和40年4月の福祉事務所等の都からの大幅な事務移管、部制の施行、

昭和50年4月の都の配属職員制度廃止、保健所事務の移管等、人口増による行政需要

の拡大により増加してきました。

　昭和60年に行財政改革に取り組んで以降、職員数は昭和59年をピークに減少傾向

にありますが、平成12年度は、清掃事業移管に伴い都の清掃職員347名が派遣された

ため、291名の増となっています。

　平成12年4月から平成22年4月までの10年間で1，015名の人員が削減されていま
す。

杉並区職員数の推移

管
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3　年齢別職員数

職員の平均年齢はこの5年、43～44歳で推移しています。

年齢構成では40・50歳代の職貴が6割以上を占めています。

　　　　　　43．5

　43，4

　　　　　　18

※特別職等を除く。

職員の平均年齢の推移（各年4．1現在）

10説

脳

娼

脳

18

ロ噺

19　　　　20　　　　21

圏3脚F　　　摺一 駅職止
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○年齢別に見ると41歳以上の職員は各歳100名を超えており、特に49・50・51歳の

　　層は、140名を超えています。

○　一方、10代の職員は2名、25歳以下の若手職員は197名（5．32％）となっています。

　　年齢

　　　ll

　　　62

　　　露

　　　ll

　　　器

　　　器

　　　器

　　　48

セ

　鴛
　　　聴

　　　42

　　　4¢
　　　器

　　　37
　　　11

　　　11

　　　器

　　　ll

　　　ll

　　　ll

　　　20

年齢別職員数

平成22年4月1日現在

　160　　180

・ 9・



4　職種別職員数

　区の職員を職種別で見ると、職員総数3，701人のうち、事務系が1，537人（41．5％）、

福祉系が1，041人（28，1％）、技能・業務系が580人q5．7％）、一般技術系が262人

（7．1％）、医療技術系が158人（4．3％）、教育職員等123人（3．3％）となっていま
す。

職種別職員数

平成22年4月1日現在
教鶯鮮

保健師
1．9瓢

電気そ

1悩
衛講

土木造
3．0％

福祉そ
34

、

【ひとくちメモ　ー職員の区内居住率はどのくらい一】

　職員全体では、約70％の職員が区外から通っています。

　職種別に見ると、事務系で7L8％、一般技術系で76．6％の職員が区外に居住し

ています。逆に区内の居住率が高いのは、保育士で、保育士の40．7％が区内に居

住しています。
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5　職層別職員数の推移

区の職員を職層別で見ると、主任主事以上の職員が約68％となっています。

平成22年4月1日での職層別の割合は、管理職m人（3，0％）、係長級76、人
（20，6％）、主任主事1，651人（44，6％）、一般職員LO56人（28．5％）となっています。

100％

90％

80％

70％

60％

50％

40％

30％

20％

10％

　0％

　　　　　　　　職層別職員数の推移　　　　各年4月1日現在

107　　　106　　　10｛　　　100　　　　97　　　　11等　　　肇05　　　106　　　　107　　　11｛

H目二［「「［目目
784

1784－1β9仁師一4・。－ 1β66一 闘一 1β58－ ，252

13　　14　　15　　16　　17　　18　　19　　20　　21　　22

國一般職員幽主任主事ロ係長級回管理職

※特別職、派遣職員、休職者等を除く。

【ひとくちメモ　ー男女別では…一】

　平成22年4月1日現在で見ると、性別では、男性職員44．5％、女性職員55．5％

となっています。

　職種別で見ると、事務系では、男性職員が54．5％となり過半数を超えていま

すが、保育士を含んだ福祉系では女性職員が88．8％、医療技術系では89．1％と

多くなっています。

　職層別で見ると、女性職員の割合は一般職員57．6％、主任主事級66．7％、係

長級34，7％、管理職15．7％となっています。
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第2章　採用、昇任、処分、退職

1　採用

　スマートすぎなみ計画（10年間でLOOO人の人員削減）に基づき、職員採用数を抑制

していますが、平成19年度から区独自の学校教員を採用しているため、職員採用数
は増加しています。’

職員採用数の推移（全体）

110

100

go

80

70

60

50

40

30

20

61
58 59 60

49

35

匪3年 14年 15年 16年 17年　　　　・18年 19年 2¢年 21年 22年

新規採用職員の内訳 平成22年11月1日現在

13年 14年 15年 16年 f7年 ｛8年 19年 20年 21年 22年

事務系
1 12 17 24 21 20 20 23 28 25

福祉系 35 30 28 15 22 4 19 39 20 31

一般技術系 2 3 6 15 9 1 7 6 15 7

医療技術系 9 3 4 4 6 8 5 3 0 3

技能・業務系 13 1 0 0 0 0 0 0 0 0

幼稚園教諭
1 0 3 1 2 2 2 事 0 0

区費学校教員
0 0 0 0 0 0 21 29 22 26

合計
61 49 58 59 60 35 74 葉01 85 92

※各年度の新規採用職員（任期付採用職員、年度途中採用職員を含み、他区などからの転入は含まない）
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2　昇任

　一般行政職の職員は、職務の内容に応じ1級職から9級職までに区分された職に任

用されています。上位の職に任用されることを昇任といいます。

　特に主任主事、係長職、管理職の選考には、筆記試験等の選考があります。

採用から昇任の流れ

鰐

6年
※　　　主任主事

以上　　昇任選考

1級1年

2級5年

5年

以上

10年

※

以上

7年

以上

総括係長職

昇任選考

主任主事

昇任選考

一 13・



（1）　主任主事昇任

○　選考対象者（有資格者）　※経過措置期間中のため、22年度対象者を記載。

　［短期］　　2級職5年以上、年齢50歳未満

　［長期A］　2級職12年以上、年齢38歳以上56歳未満

　［長期B］　2級職5年以上、年齢52歳以上

○　主任主事選考（短期）の実施状況を見ると、近年、受験者・合格者数は、ほぼ

　横ばいの状況にあります。

　人

450

400

350

300

250

200

｛50

100

50

○　平成21年度の主任主事選考（短期）合格者の平均年齢は、32，2歳です。

主任主事昇任選考（短期）合格者の平均年齢

年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

平均年齢 33．4 33．4 33．1 32．8 32．7 33」 332 33．6 33．3 322

一 14・



（2）係長職昇任

　0　選考対象者（有資格者）

　　　　［一般］　主任主事5年以上、年齢50歳未満

　　　　［長期］　2級職15年以上うち主任主事7年以上、年齢50歳以上58歳未満

○　係長職昇任選考（一般）の実施状況を見ると、有資格者、受験者数共に減少傾向

　にあります。

　入

800

700

600

500

400

300

200

100

　D

係長選考（一般）実施状況

698　　717
　　　　　　700　　　675　　　654　　　645

　

17て

36

169

56㎜

劣

菱

　

　

　

147

54

ii

122

r

菱

85
42

　

63

622　　　625　　　616　　　606

髪

33

ミ

z9
40

70

33

／“

量！

　42

53

28

控年度13年度14年度15年度16年度17年度18年度19年度20年度21年度

　　　　　　　　　　田有資格者囲受験者ロ合格者

○　係長職昇任選考（一般）の合格者の平均年齢は、おおむね横ばい傾向にあります。

　　平成21年度の平均年齢は、42，4歳となっています。

係長職昇任選考（一般）合格者の平均年齢

｛2年度 13年度 14年度 ｛5年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

平均年齢 40．5 40．3 41．0 4t2 40．5 40．9 42．1 42．9 4t5 42．4
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主査から係長・担当係長への任用と総括係長職昇任

○　係長職及び総括係長職のポストと在職者数の関係で、主査が係長・担当係長にな

　るまでの平均年数は近年約7年程度と長期化しています。係長・担当係長への任用

　平均年齢もおおむね40歳代後半で推移しています。

○　総括係長職昇任者の平均年齢は49～51歳で推移しています。

　年

9．00

8．00

7．00

6．00

5，00

4．00

3．00

2．00

tOO

O．00

主査から係長’担当係長になるまでの平均年数の推移　　各年度4月1日現在

7．70

7．30 6．90 6．70 6．86 7．07
6．69 6．64 6．94

623

闇　
他」 ゴ㎜

一 一一 一

｝

翻 一

一

13年度14年度15年度16年度17年度18年度　19年度20年度　21年度22年度

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

係長・担当係長

任用平均年齢
47．8 48．2 47．9 47．9 45．0 46．8 47．5 46．3 48．0 49．8

総括係長職昇任選考合格者数と昇任平均年齢

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

総括係長

昇任者数
20 22 26 26 24 27 27 34 28 30

平均年齢 48．2 5α6 5α7 51．3 51β 49」 49．2 5t2 5t4 49．7
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（4）管理職選考

　○　管理職選考は、特別区人事委員会の23区統一選考で実施しています。

　0　選考対象者

　　　［1類］主任主事6年以上、年齢55歳未満（全部受験・分割受験の場合）

　　　［11類］総括係長1年以上、年齢47歳以上56歳未満

管理職選考（1頚）杉並区職員受験状況
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600

400

200

　0

134513451386 1439
｛591345　1326…

1一 多

128312671249

垂

年度 合格者 内女性
多

一

萎 12 6 1
委

垂 13 3 o
委

‘

姜

多 14 4 0
髪 多

一雨

2亀

圃｝買

…

姜

髭
15 3 0

箋

／

葺 16 3 1

z

　　

髪

多

　

17 4 o
妻

34
6

2亀 2㌃ 1馬 23
3 2％

1214
多215 ／175 18 4 1

垂

多

多

1

19 5 1

20 5 1

21 5 1

図有資椿者　■国受験者　口合格者

※1類の受験考は分割受験方式受験者を含まない。

管理職選考（K類）杉並区職員受験状況

120

100

80

60

40

20

　0

巳

年度 合格者 内女性

99　　99 12 1 0
　 92　　　　　　　　8788 13 0 0

グ

多ク 84
z ひ　82　　82　　81 78

14 2 0
／

髪 ／一 15 1 1
妻z

16 1 0
闇

ゴ

　

多 17 3 0

Z

妻 18 2 0
19 4 o

チ 妻

斐

髪

20 4 0
21 3 0菱

グ

　国 髪

40
多垂

32 5　1

81 　罫．83
8　2

6　4
84

7　3

12年度て3年度i4年度15年度総年度17年度18年度て9年度20年度2て年度

　　　　　　　　　目有資格者国受験者ロ合格者
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3　処　分

法令違反などの一定の義務違反があった場合、職員は懲戒処分を受け、道義的責任

が問われます。

　職員一人ひとりが、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務すべき責務を有

していることを強く自覚する必要があります。

0　地方公務員法は、懲戒処分として免職、停職、減給、戒告の4種類を定めてい

　　ます。

○　平成13年から、杉並区では「職員の懲戒処分等の公表基準」について定めて

　　おリ、職員の懲戒処分等を行った場合に公表しています。

　　　　　　　　　　　　　懲戒処分の概要

処分の内容 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

戒告

減給

1名（通勤途

上の交通事
故）

4名（公務中

の交通事故、

痴漢、飲酒上

の暴行2名）

停職1か月未満
1名（私事欠

勤）

停職葉か月以上

　　3か月以下

1名（私事欠
勤）

1名（私事欠

勤）

2名（私事欠

勤、戸籍の附

票の写しの
不正交付）

2名（無許可

の兼業、公務

中の交通事
故）

1名（私事欠
勤）

免職
1名（ひき逃
げ）

計 2名 2名 7名 2名 1名
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4　退　職

　退職は、定年退職とその他の退職（定年前の勧奨退職と一般退職等）に分けられ

ます。

　今後、10年間の定年退職者の見込みは、約1，200人になります。これに勧奨・一

般退職者（見込み）を加えると約L500人の退職が見込まれます。

○　過去10年間の退職者数

12年度

13年度

14年度

朽年度

17年度

18年度

19年度

20年度

21年度

閣定年

口勧奨

ロー般等

※一般等退職には死亡退職を含みます。

※年度中途退職者を含みます。
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○　今後10年間の定年退職者数の見込み

22年度

23年度

24年度

25年度

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

31年度
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第3　勤務条件

1　勤務時間

職員の勤務時間は、杉並区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例に基づい

て、1週間に38時間45分（1日7時間45分）と定められています。（職務内
容によっては、割振りが異なる場合があります。）

2　年次有給休暇

区職員には条例に基づき、1年に20日間の有給休暇が与えられています。（23
区すべてに共通しています。）休暇は、職務に支障がないときは、時間単位での取

得が可能です。

○　年次有給休暇の取得状況

　休暇を取得する理由は様々ですが、毎年平均して15～16日程度、取得をして

います。

3　特別休暇等

職員には公民権行使や結婚、出産その他の特別な事由によって、勤務しないこと

が相当である場合、その理由に相応した休暇があり、これを特別休暇と呼んでいま

す。また疾病、負傷の療養や家族介護のために、病気休暇、介護休暇という制度も

あります。
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4　育児休業

平成15年に、次の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される社会を形成

するため、「次世代育成支援対策推進法」が制定されました。杉並区においても、

法の趣旨に基づき、事業主としての立場から、平成17年1月に、「杉並区役所職

員の子育て支援行動計画」を策定し、職員の子育て支援に取リ組んでいます。

○　育児休業は、子を養育する職員の継続的な勤務を促進することを目的とした制

　　度です。常勤職員が3歳に満たない子を養育している場合、その子が3歳に達

　　するまでの期間取得することができるものです。ただし、育児休業終了後も引

　　き続き勤務する意志のある職員が対象となります。

○　男性職員の取得がほとんどなく、男性が取得しやすい環境を整備することが今

　　後の課題となっています。
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第4　職員の給与と人件費

1　区職員の給与決定のしくみ

　特別区には、共同で設置した特別区人事委員会があり、毎年民間従業員の給与の実

態を調査しています。特別区人事委員会では、調査をした民間従業員の給与と区職員

の給与とを比較し、民間給与の実態と合うよう区議会と区長に対し給与の是正を勧告

します。

　この勧告を受けて、区は給与に関する条例案をつくり、区議会での審議を経て、一

般職員の給与を決定しています。

○　平成21年度の職員給与は、民間給与を上回っていたため給料表の引き下げ改定を行

　いました（公民較差△1，605円、△0，38％）。また、期末・勤勉手当も民間の支給割合を

　上回っていたため0．35月分引き下げました（公民較差△0．33月分）。

2　区職員の給与（平成21年度一般会計決算、退職手当を除く）

職員一人あたり人件費
（単位：千円）

人数

給料

（A）

職員手当等 退職手当を

除く職員手当

　（B）一（C）

　　給与費

（A）十（B）＝（D）

退職手当を

除く給与費

①）一（C）

共済費

　（E）

　人件費

（D）十（E）＝（F）

退職手当を

除く人件費

（F）一（C）（B） うち潟職手当（G＞

一般職員

人件費
3，607 14，63了，435 15．045β22 3，フ77，933 1韮267．889 29，683，257 25，905，324 4，フ0フ，494 34β90，751 30β121818

1λあたグ 405
41〃 ろ04 畠12 822

〃8 乙30 253 848

※再任用職員除く

一般職員1入あたりの
職員給与費

一
般的にいう一般職員1人あたりの

人件費

再任用職員一人あたり人件費

（単位：千円）

人数
給料
（A）

職員手当等
　　（B）

　結与費
（A）十（B）＝（G）

共済費
　（D）

　人件費
（C）十（D）＝（F）

再任用職

員人件費
30

75β90 36，107 1軽，797 准5，368 127」65

ル（あた9 252 ゐ20 畠72
51 423

○　上記の表で見るように、区職員の平均給与は年額約720万円（再任用職員は約370

　万円）です。

　ただし、人件費ということでみると、これに共済費、退職手当が加わります。

　　共済費を含めて計算すると1人あたりの人件費は約850万円（再任用職員は約425

　万円）、また退職手当も含めると1人あたリ約955万円となります。
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3　職層別給与、職種別給与

区職員の給与の実際はどのようになっているのでしょうか。

平成2霊年度の実績をもとに職層別、職種別の平均給与の実際を紹介します。

（1）職層別平均給与額（平成21年度実績）

　　職層別にみると一般主事が約495万円、主任主事が約730万円、係長級が約870万円、

　管理職が約L150万円、技能業務系主事が約675万円となっています。また、再任用職

　員の平均は約370万円となっています。

　　　　　　　　　　　平成21年度職層別年間平均給与額　　　　　　　　（単位：円）

職層名 職員数 給料 地域手当 扶養手当 期末勤勉手当 その他手当 合計

部長級 35 6，040，424 t24t467 88，038 3，278，027 1，889，393 12，537，349

統括課長級 14
5，392，607 1．114β93

2481707 2，976，887 1，542，665 111275，759

管理職

量　級 59 5，316，391 1067746 157，520
2761368 1，574，242 10β77，267

管理職平均 108 5，560，911 1，130，156 146，823 2，956，742 L672，281 11．4661913

総括係長級 可82 5，022，456 832，155 99，316 2，237」56 907，725 9．098β08

係長 286
4β25，395 801，039 104β09 2，093，220 996，479 8，820，942

係長級

系内主査 271
4．562912 756，740 94716 1969264 864771 8248403

係長級平均 739
4，779，113 792，693

991766
2ρ84，066 926，411 8，682，049

主任主 1，410 41234，835 696，481 57，101 1，791，093 552，519 7β32，029

2級職 538
3，032，021 497，939 33，440 1，234，252 457，431 5，255，083［

般主事

1級職 144
2，206，916 359，2雀4 3，749 820，373 342，047 3732，299

一般主事平均 682
2β59β24 468，904 27，226 1，147，626 4331281 4，936，361

垂能・業豪系主 635 3，797，738 635，821 120，469 1，588，442 597，340 6，739，810

平均 3，574 4，047，070 675，186 74，109 1，727，902 648，712 7，172，979

貝 31　2516625　　412185
0 562985

220979　　3712774

※職員数は12か月の平均職員数。

※国保会計職員を含み、教諭を含まない。

（2）職種別年間平均給与額、人件費（平成21年度実績）

　　職種別の年間平均給与額と人件費は下記のとおりです。

　　　　　　　　　　　平成21年度職種別平均給与額と平均人件費 （単位：円）

職種 職員数 平均給与額 共済費 平均人件費

事務系 1，519 7，604，784 1，3フ3，713 8，978，497

福祉系 1，011 6，680，844 1，258，367 7，939，211

一般技術系 251 7，447，581 t348，059 8，795，640

医療技術系 158 7，366，475 1，340，631 8，707，106

技能・業務系 635
6．739β10 1，223，057 7，962β67

平均 3，574 7，172，979 1，311，079 81484，058

再任用職員 31
3．7f2，774 509，988 4，222，762

※職員数は12か月の平均職員数。

※国保会計職員を含み、教諭を含まない。
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4　ラスパイレス指数

　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給料を100とした場合の地方公共団体

職員の給料水準を指数で示したものです。

　平成21年度の区職員のラスパイレス指数は、23区平均より若干高めとなりま
した。

　また、地域手当補正後ラスパイレス指数は、100．8でした。

※地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味して比較した指数です。

105．0

104．0

103，0
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101．0

准00．0

99，0
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97，0
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一　　一　　一　　一　　『　　一　　一　一　　一　　一　　一　　一　　π　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　囮　　　　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　r　　－　　一　　一　一　　一　　一　　一　　　　　一　一　　一　　一　　一　　一　　｝　一　　一　　一　　一　一　　一　　憎　　π
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　　　102．2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10t9

　　　　　　　　－一＿　　　妻゜姓一＿一一一＿．．一脚一．
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13　　　　14　　　　15　　　　16　　　　17　　　　18　　　　19　　　　20　　　　21

　　　　　　　各年4月1日現在

＋杉並区一日一23区平均紬「全地方公共団体平均

12．4．1 13．4．1 14．4．1 15．4．1 て6．4」 17．4．｛ 18．4．｛ 19．4．1 20．4．1 21．4．1

杉並区 102．6 102．5 102．2 102．4 董0α2 100」 101．7 1022 董02．6 10t7

23区平均 102．6 102β 蓄02」 102」 100．3 100β 101．4 10蓄．9 fO1．8 塞Of．3

全地方公共団体平均 100．7 100．5 100．6 100．1 97．9 98．0 98．0 98．5 98．7 98．5
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5　人件費の抑制

　人件費については、職員数は削減していますが、金額及び歳出全体に占める割合

（人件費比率）は、高いレベルで推移しています。

　職員定数の削減などによリ職員数が減っても、退職手当の増加により人件費が伸

びる結果になることもあります。また、人件費総額が減っても区全体の歳出総額が

減ると、人件費比率が上昇することもあります。

　人件費抑制のため、より一層の内部努力を行うことが求められています。

○　　人件費総額及び人件費比率の推移
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［＝＝コ退職手当除く人件費　　醸ヨ退職手当
＋人件費比率（杉並区）　・・◆・・人件費比率（23区平均）　　　　　　　　　　　　　　　　　　一岨㎝

　％

35．0

30．0

25．O

20．0

15．0

10．0

5．0

0．0

21年度

※普通会計決算による。

※再任用・嘱託員等を含む。
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第5　健康管理

1　所属別定期健康診断受診状況

区職員の定期健康診断の過去5年閤の実績を示したものです。

近年の健康志向に伴い受診率は向上し、高水準で定着しています。

所属別定期健康診断受診率について（5年間）

　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年3月31日現在

部名 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

政策経営部 941％ 90，996 94，096 95，396 96．2％

区長室 80．4％ 87．9％ 91．8％ 93．9％ 90．2％

危機管理室 82，696 100．0％ 95．8％ 95．7％ 100％

区民生活部 89．8％ 92．1％ 9t1％ 90．5％ 89．8％

保健福祉部 92．9％ 93．5％ 92．9％ 93．8％ 92．1％

都市整備部 9t8％ 90．9％ 90．5％ 93．5％ 92．2％

環境清掃部 9α8％ 93．2％ 98，796 88．6％ 95．6％

清掃職員 97，196 97．5％ 98．1％ 96．9％ 98．4％

教育委員会
事務局

87．8％ 84．8％ 91つ％ 89．8％ 86．9％

行政委員会 96．4％ 96．6％ 100．0％ 98』96 94．6％

学校職員 91．5％ 90，396 87．4％ 89．7％ 91．6％

％

100

定期健康診断受診率（全体）

18年度 19年度 20年度 21年度
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2　長期（30日以上）病気休暇取得者数、病気休職（91日以上）者数

過去5年間の推移を示したものです。

心療系疾患による数が取得者の中で一定の数値を占めています。

平成1フ年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

1フ年

18年

19年

20年

21年
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3　職員健康相談室利用状況

　平成20年10月から過重労働者に対する産業医面接を開始しました。

また、職場復帰訓練後のフォロー面接を心理力ウンセラーにより実施するなど、

相談体制の充実を図っています。

健康相談室利用状況

平成22年3月末現在
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第6　職員の福祉・共済・公務災害補償制度

　地方公務員法（第41条）は、職員一人ひとりが安心して職務に精励できるよう経済的、

文化的にも生活の充実を図るために、職員の福祉が保護されています。

　また、職員の厚生福利制度では、厚生制度（地方公務員法（以下「地公法」という。）

第42条）、共済制度（地公法第43条）、公務災害補償制度（地公法第45条）について定

めています。

　共済制度や公務災害補償象ll度などのように、特別法により事業内容が定められている

ものを「法定厚生福利」、地公法第42条に基づき実施するものを「法定外厚生福利」と

よんでいます。

　現行の特別区の厚生福利制度は、次のとおりです。　　　　　　　　　　’

麺

法定外厚生
　　　　　｝厚生制度
福利制度

　　　　　　一一モ難

元気回復一

互助事業

職員住宅

職員健康相談

その他

特別区職員文化体育会

その他

特別区職員互助組合

各区職員互助会

1　厚生制度

職員の健康保持・増進、生活福祉の向上を図ることは、職員の勤労意欲や能率的な公

務運営を確保する上で大きな役割を担っています。地公法第42条では、厚生制度につ

いて規定し、その自主的な実施については地方公共団体に義務づけており、これに基

づいて、杉並区及び特別区では、条例により互助会組織を設置し各種事業を実施して

います。

　一方、福利厚生事業のあリ方については、各地方公共団体において、社会情勢に応

じた事業運営や事業内容の見直しが行われています。
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（1）　杉並区職員互助会

　　　杉並区に勤務する常勤職員（一般会員）と、従来から、常勤職員に準ずる者とし

　　て入会を希望する再雇用嘱託員等（特別会員）により構成されていましたが、平成

　22年度から特別会員については、一定の勤務基準を満たす非常勤職員への入会対象

　枠を拡大し、区で働く職員の福利厚生事業の増進に努めています。会員数は、4，331

　　人（平成22年4月1日現在）です。

　　事業運営は、一般会員の会費（給料月額3，5／LOOO）、特別会員の会費（月額750

　　円）、区からの事業補助金によリ運営が行われています。

　　　主な事業内容としては、選択制補助事業（宿泊補助、各種生涯学習補助など）、

　　文化体育活動補助事業（文化・体育サークル活動への助成）、給付事業（慶弔見舞

　　金等）など、職員の健康保持や元気回復を目的とした各種事業を実施しています。

　　　平成2葉年度の職員互助会一般会計決算額1億4768万6657円のうち、区は、会

　　員会費総額と同額の5422万2836円を事業補助金として交付しました。

　　　なお、平成22年度の区の事業補助金は、会員会費総額の8割相当としています。

（2）　特別区職員互助組合

　　23区共同の互助組織として、特別区職員互助組合が設置され、「組合員数のスケ

　ールメリットを最大限に生かした事業」として、各種保険事業、相談事業などを実

　施しています。

　　特別区職員互助組合には、特別区と一部事務組合の職員合わせて約7万人が加入

　　し、組合費（給料月額1．7／1，000）により運営されています。

2　共済制度

・地方公務員法第43条に規定する共済制度は、地方公務員等共済組合法により、職員

が納付する掛金と地方公共団体の支出する負担金を財源として給付を行うことで、職

員及びその被扶養者や遺族の生活の安定と福祉の向上に貢献し、公務の能率的運営に

役立てることを目的とする制度です。区職員は、東京都職員共済組合の組合員となリ、

学校教員は、公立学校共済組合の組合員となります。それぞれ所属する共済組合から、

短期給付事業（医療保険給付等）、長期給付事業（年金給付等）、福祉事業を受けるこ

とができます。

3　公務災害補償制度

　地方公務員の公務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）又は、通勤上による災害

に対する補償については、地方公務員災害補償法に基づき、すべての地方公務員につ

いて統一的に実施されています。具体的には、地方公務員災害補償基金が地方公共団

体に代わって公務災害補償を行っています。
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公務災害認定件数
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4　その他の厚生制度

（1）　職員の被服貸与

　　職務上、必要とする職員（給食調理、清掃職員等）に対して、被服の種類や貸与

　期間を定め貸与しています。

（2）　職員住宅の管理

　　職員住宅は、主に独身寮で貸与を受けることが必要な職員に、貸与期間、使用料

　等を定め貸与しています。

　　なお、防災住宅は、災害対策要員に従箏することを入居要件とした住宅です。

（職員住宅の概要） ［平成22年4月1日現在］

名称及び種別 規模 月額基本使用料 貸与期閲 備考
久我山東保育

久我幽寮 単身者用 7室4，700円 5年 園併設
（女子） 10室 3室5，000円

管理人室 中瀬保育園併

中瀬寮 1室 管理人室39，200円 管理人室10年 設
（女子） 単身者用 単身者　　22，100円 単身者　　5年

24室
管理人室

成田防災住宅 1室 管理人室76，600円 管理人室10年
（男子） 単身者用 単身者　　25，100円 単身者　　5年

19室

高円寺南保育
高円寺防災住宅 単身者用 31，800円 5年 園、ゆうゆう
（男子・女子） 14室 高円寺南館併

設

・ 32・



第7　職員の人材育成と勤務評定

　杉並区では、平成21年5月に「第2期杉並区人材育成計画」を策定しました。この

計画によリ、職場全体を公務の学びの場として位置付け、職員自らがキャリアプランを

描き、目標に向かってキャリアアップを図っています。加えて、民間の研修業者と連携

し、民間の研修技術による、最新の情報を取リ入れた研修を行っています。近年では、

採用内定者も含めた若い職員の育成に特にカを入れているほか、接客能力を向上させる

研修や、メンタルヘルスケアの充実にも力を入れています。

1　研修受講回数および受講者数

○杉並区職員の平成17年度から21年度までの「研修受講回数および受講者数（延

　べ）」の実績は、下記のとおりです

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

75回 77回 120回 102回 95回
杉並区研修

への参加
3，667名

．一・．曽層■一．．一■．曽．P曽層

　2，514名 3，776名

　．一層・－P■一層．

2，871名 2，879名

376回 362回 215回 196回 202回特別区研修

派遣研修等

への参加

■一「7F．7一「■F77P「7一7「　7■

　1，201名 1，095名 506名 698名

　P「FP「F層「－77－7．

659名

451回 439回 　　298回
一．7－■r－，，一．，一，，一，，一．■一．昌一昌・一・・

297回
　　　．P謄P．合　計 「－7■一77胃7「－7，胃■1－「■胃．P胃7■一「■一「

　4，868名 3，609名

　335回
　，－r7－77Fr，一■7－■r－17－7

4，282名 3，569名 3，538名

＊特別区研修の職層研修には、平成19年度より参加していません。
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3　勤務評定と自己申告

（1）勤務評定

　勤務評定とは、地方公務員法第40条第1項の規定に基づき実施されるものです。

客観的かつ継続的に職員の勤務実績を把握することで、職員の指導及び監督の有効な

指針として役立てるとともに、公正かつ科学的な人事管理を行うことで、職員の能力

及び職務能率の向上に資することを目的としています。杉並区では、杉並区職員勤務

評定規程に基づいて、勤務実績（能力、態度、業績の3つの観点）により行っており、

人事管理に利用しています。

　管理職については、自己申告書の提出と上司からのヒヤリング実施によリ評定を行

う、目標管理制度が導入されており、その評定結果は、翌年度の勤勉手当の支給割合

に反映させています。

　また、平成20年度からは、管理職以外の一般職員についても、勤勉手当に成績率

が導入され、支給額から拠出や加算が行われるとともに、昇給割合にも評定結果が反

映されています。

（2）職員チャレンジ目標自己申告制度

　杉並区では、平成15年度から、係長級、一般職員を対象として、杉並区職員チャ

レンジ目標自己申告制度を導入しました。これは、職員が組織目標に対応した職務目

標を掲げ、目標達成に向けて努力することによリ、計画的な事業の遂行と組織目標の

達成をめざすこと、また、職務遂行に必要な能力開発や仕事の取組み方に対する目標

を掲げ、チャレンジすることによリ、職員の意欲を高め、職場を基本とした組織的・

計画的な能力開発を図ることを目的にしています。平成19年度からは、職員の人材

育成により重点をおく形で制度を改正し、実施しています。
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llI

特別区人事委員会の業務状況の報告

地方公共団体が人事行政の運営等の状況の公表を行う際は、地方公務員法第5

8条の2第2項の規定により、人事委員会又は公平委員会から報告される業務

の状況をあわせて公表することとされています。

　この項では、23区が共同で設置している特別区人事委員会から報告された

業務の状況を掲載しています。
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平成21年度の業務状況の報告

特別区人事委員会

1　職員の競争試験及び選考の状況
（1）採用試験等

　　平成21年度における採用試験等については、以下のとおり実施した。
ア　受験資格等

国籍

要件
年齢 資格・免許 その他

事務

土木造園（土木〉

土本造園（造園）
有

22歳以上
28歳未満建築

機械
1

電気

福祉 無

22歳以上
30歳未満

社会福祉士、児童指導員
または保育士となる資格
を有し、都道府県知事の
登録を受けている者

・活字印刷文による出題に対応できる
人。ただし、事務にっいては点字によ
る出題に対応できる人も受験できる。・22歳未満の者で学校教育法に基づく

大学（短期大学を除く。）を卒業した
人、または、これと同等の資格がある
と人事委員会が認める人

衛生監視（衛生）
有

　口口

環境衛生監視員

一 　　及び

衛生監視（化学）

保健師 無
22歳以上
40歳未満

保健師

巫類

事務 有
圭8歳以上

22歳未満
活字印刷文による出題に対応できる人

身障　注1

事務 有
18歳以上
28歳未満

・身体障害者手帳の交付を受けている人・特別区の区域内に住所を有する人・自力通勤ができ、かつ介護者なしに職務遂行が可能な人・通常の勤務時間に対応できる人・活字印刷文による出題に対応できる人

事務
経験者2級

土木造園（土木）
28歳以上
32歳未満 当該職種に関係

する業務に従事
建築

事務

土木造園（土木）

経

験
者

建築
32歳以上

37歳未満

従民
事問
歴等

8で
年の
以業
上務

当該職種に関係
する業務に従事

機械 有

・活字印刷文による出題に対応できる
人。ただし、事務にっいては点字によ
る出題に対応できる人も受験できる。

電気

事務
験

土本造園（土木）

37歳以上

46歳未満

舞縫

当該職種に関係
する業務に従事

建築

注1：身体障害者を対象とする採用選考の略
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イ　日　程

区　　分 1類 H類 身障選考 経験者

告　　示 3月11日 6月17日 8月7日 6月17日

1次試験
（筆記）

5月10日 9月13日 10月12日 9月13日

1次試
合格発表

6月17日 10月21日 10月28日 10月21日

2次轟験
（面接）

6月29日～7月16日 10月28日～30日 11月9日、18日 10月31日～11月29日

最終合格発表 7月3旧 ll月ll日 11月25日 12月9日
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ウ実施状況
単位：人

採用区分
職　　　種
（試験区分）

申込者数 受験者数 最終合格者数

2陣度 20年度
比　較

増△減
2韮年度 20年度

比　較

増△減
21年度 20年度

比　較

増△減

事　　　務 12，180 8，320 3，860 9，397 5，934 3，463 1，231 1，278 △47
土　造園
（土木）

490 414 76 341 309 32 127 146
△皇9

土　’園
（造園）

129 88 41 103 60 43 32 29 3

建　　　築 332 233 99 241 蓋73 68 86 93
△？

機　　　械 83 57 26 63 38 25 26 21 5

1類

電　　　気 126 韮G1 25 86 56 30 36 26 10

福祉 519 417 102 384 286 98 55 61
△6

　監視
（衛生）

280 254 26 207
18【 26 58 73

△15
衛　監
（化学）

146 106 40 90 66 24 3 9
△6

保　健　師 531 5n
　20

432 405 27 62 91
△29

小　　　計 14β16 10，501 4，315 1L344 7，508 3，836 1，7至6 L827
△m

皿類 事　　　務 3，076 3，1⑪2 △26 2，443 2，504 △61
292 272 20

身体障害者を対象
とする採用選考 事　　　務 79 55

9

24 67 4？ 20 18 韮6 2

事　　　務 玉，608 1，398
210

i，003
891 112 226 且83 43

土　造園
（土木〉

7韮 70 1 41 40 1 28 27 ！
2級職

建　　　築 67 58 9 46 34 12 20 25
△5

小　　　計 L746 1，526
220 LOgO 965 125 274 235 39

事　　　務 2，435 2，0go 345
1，547 重，4歪ユ 重36 82 86

△4
土一’園
（土木）

192 176 16
韮38 1垂8 20 19 1£ 7

経
験
者

3級職

宝任主事↓

建　　　築 14韮 106 35 100 80 20 19 25
△6

機　　　械 18 30
△12

15 26
△亜1

5 7
△2

電　　　気 33 40
△？

25 28
△3

3 ！3 △lo

小　　　計 21819
2，442 377 L825

1，663 162 128
｝43 △15

事　　　務 2，294 1，904
390 L367

1，265 102 27 12 15

3級職

呈任主事乙

土木’園
（土木）

207 195 12 韮21 127
△6

3 6
△3

建　　　築 162 91 71 uo 59 51 5 7
△2

小　　　計 2，663 2，190
473 L598 韮，451 147 35 25 10

合　　　計 25」99 正9，816 5，383 韮8，367 14，138 4，229 2，463 2，518 △55
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（2）　採用選考等

　　平成21年度人事委員会が実施した杉並区の採用選考等の実施状況は次のとおりである。

ア　医療専門職採用選考

区　分 合格者数

医療専門職（医師の課長級以上） 2人

イ　ー般職の任期付職員

採用職層 採用承認人数

主任主事 1人

係長職 0人

総括係長 o人

課長級 0人

統括課長 0人

部長級 0人

（3）　管理職選考

　　ア　受験資格等

　　　O　I類
　　　　　（受験資格）

（受験方式）

（選考方法）

（免除資格）

O　H類
　（受験資格）

（選考方法）

日本国籍を有する要綱で定める職種の職務に従事する人のうち、平成22年

3月末B現在、年齢55歳未満で、主任主事以上の在職期間が6年以上の人。

通常一受験資格を満たしている人が、筆記考査（択一・短答式問題、記述式

　　　問題、論文式問題）全てを受験する方式。

分割一受験資格を満たしている人が、択一・短答式問題受験の免除資格を得

　　　るため、択一・短答式問題のみを受験する方式。受験年度の管理職選

　　　考の合格にはいたらない。

前倒し一翌年度に受験資格を満たす人が、択一・短答式問題受験の免除資格

　　　　を得るため、択一・短答式問題のみを受験する方式。受験年度の管

　　　　理職選考の合格にはいたらない。

筆記考査（択一・短答式問題、記述式問題、論文式問題）、勤務評定、口頭

試問、適性評定（技術のみ）

択一・短答式問題の成績が一定の基準に達した人については、原翔として

受験年度以降の3年閲の択一・短答式問題受験の免除資格を付与する。

日本国籍を有する要綱で定める職種の職務に従事する人のうち、平成22年

8月末日現在、年齢47歳以上56歳未満で、総括係長の在職期間が1年以

上の人。

筆記考査（事例式論文）、勤務評定、口頭試問
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イ　実施状況（合格者決定）
（単位：人、％）

有資格徽

　　　A

申込者数

　　B

申込率

B／A 　　　C

受験率

C／B

口頭詣燗

進出者数

　　　D

口頭試問

進出率

　　D／C

合格者数

　　　E

合格率

E／C

事務 17，628
646 3．7 477 73．8

188
39．4

91
19．1

技術1
762 83 10．9

63 ？5．9
18

28．6
12

19．o

技術H
465 44 9．5

29 65．9
lo

34．5
8

27．61類

技術皿 1，345
39 2．9 32 82．1

11
34．4

7
21．9

技術計 2，572
166 6．5

i24
74．7

39
31．5

27
21．8

計 20，200
812 4．0

601 74．0
227

37．8
118

19．6

事務 1，022
200 19．6

167 83．5
133

79．6
65 38．9

H類

技術
181 33 正8．2 25 75．8

lI
44．0

11
44．0

計 1，2Q3
233 正9．4 192 82．4

144
75．0

76 39．6

合計 21，403 1，045 4．9 793 75．9
371

46．8
194 24．5

（注）1類の申込者数及び受験者数は、通常の受験方式の申込者数及び受験者数である。

ウ　実施状況（免除者決定）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、％）

対象者数 免除者数 免除率

受験方式別内訳 受験方式別内訳 受験方式別内訳

計A 通常

A正

分割

招

前倒し

　A3

計B 通常

B1

分割

B2

前倒し

B3

計C 通常

CI

分割

C2

前倒し

C3

事務 539 386 114 39 88 71 8 9
16．3 18．4 7．0 23．1

技術1
68 51 9 8 8 6 0 2

11．8 1正，8 0．O 25．0

技術H
37 21 12 4 7 4 2 1 正8．9 19．0 16．7 25．0

技術皿
40 25 7 8 9 4 2 3

22．5 16．0 28．6 37．5

技術計 145 97 28 20 24 14 4 6
16．6 14．4 14．3 30．0

計
684 483 142 59 lI2 85 12 15

16．4 17．6 8．5 25．4

（注）1

　　2

3

4

対象者数とは、受験者数から合格者数を除いた数である。

通常とは、通常の受験方式で筆記考査全てを受験し、口頭試問に進出しなかった人及び口

頭試問に進出した人のうち不合格となった人。

分割とは、分割の受験方式で受験した人。

前倒しとは、前倒しの受験方式で受験した人。

（4）　特例転職選考

　　ア　受験資格及び選考方法

　　　　（受験資格）　日本国籍を有し、平成22年3月末日現在、年齢満55歳未満で、「一般業務」

　　　　　　　　　　の職務に従事する人又は、技能系職種に在職し、専ら事務の業務に従事して

　　　　　　　　　　いると任命権者が認める人。

　　　　（選考方法）　筆記考査（択一式問題・作文）、勤務評定
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イ　実施状況
（単位：人、％）

有資格老数

　A

申込者数

　B

申込率

B／A 　C

受験率

C／B

合格者数

　d

合格率

d／C区分　　職種　　　職　務

懸 業務 一般業務
40 6

15．0
6

100．0
3

50．0

自動車運転
2 2

100．0
2 重00．0

1
50．0

技能1 ボイラー技士
0 0

一
H 一 　 暢

介護指導
35 15

42．9
12

80．0
8 66．7

電話交換
4 3

75．0
2

66．7
2

100．0

技能H 警備
6 4 66．7

2
50．0

1
50．0

技

作業1
29 16

55．2
16

100．0 正2 75．0

調理
9 9

100．O
9

100．0
9 100．O

用　務
35 21

60．0
19

90．5
18

94．7

技能皿
環境技能

1 1
1GO．o

1
lOO．G

1
100．0

作業皿
34 26

76．5
22 84．6

16
72．7

技能w 家庭奉仕
8 4

50．0
2

50．0
1

50．0

技能系計 正63
101

62．0
87 86．1 69 79．3

合　　　　計 203　　　　　　107　　　52．7　　　　　　　93　　　86．9　　　　　　72　　　77．4

（注）1　技能V及び技能Wは有資格者なし

　　2　特別区競馬組合の「厩務」は、技能皿（作業丑）として集計
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2　給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

　給与は、情勢適応の原則（地方公務員法第14条）、均衡の原則（地方公務員法第24条第3項）及び職務給の原

則（地方公務員法第24条第1項）に則して決定されるものである。例年、これらの趣旨を踏まえ、特別区職員給

与等実態調査及び職種別民間給与実態調査を行い、公民較差を算出するとともに、国や他の地方公共団体の給与の

実態を参考にして、給与に関する報告、意見の申出及び勧告を行っている。平成21年は、10月8日に行った。な

お、平成21年については、平成21年5月11日に「平成21年6月に支給する期末手当及び勤勉手当に係る特例措

置についての勧告」を行った。

　これらの概要は、以下のとおりである。

平成21年6月に支給する期末手当及び勤勉手当に係る特例措置に関する勧告（平成21年5月1旧）

6月に支給される夏季一時金2，1月分のうち0，2月分の支給を凍結

再任用職員以外の職員

．一． 一．． 一．．
．． 　．　　　　．．　．一　．．

二　．＝　　一一
．
．．

現行月数　　　　．．． ．

勧告月数．
．一一．一．

煉結月数一コ　　　．．　．

一般職員 2．10月 L90月 0．20月

管理職員 2．10月 1．90月 0．20月

再任用職員

一．．．一一．．．．．．．．．
．　．一．．．．．　．：．．．

．

現行騰． 勧告月数
．．．． ＝

．

凍結月数　　　一

．．．　．
． 二．一　．．．　：．：

一．．

一般職員 1．075月 0．9ア5月 0．10月

管理職員 1．025月 0．925月 0．10月

・民問企業における夏季一時金の状況は、昨年に比べて大幅にマイナスとなっているなど、大変厳しい状況

・先月、人事院が行った特別調査の結果においても、民問企業における夏季一時金は昨年比マイナス13．2％

・これらをふまえ、人事院は今月1日、特例措置を勧告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　号

・特別区においても、これらの社会清勢に適応する観点から、暫定的な措置が必要

・今後、精確な年間の公民較差を算定し、例年どおり、秋の勧告で提示
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平成21年　特別区人事委員会勧告の概要（平成21年10月8日）

本年のポイント

①月例給与、期末手当・勤勉手当（ボーナス）ともに引下げ

　　・職員給与が民間給与を上回っており、公民較差（△1，605円、△0．38％）を解消するため、給料

　　　表の引下げ改定

　　・期末手当・勤勉手当（ボーナス）の引下げ（△0．35月分　現行4．5月分→4，15月分）

②給与構造の改革

　　・地域手当の支給割合の見直し

　　　現行の16％から17％に引上げ、引上げ分と同率程度、給料月額を引下げ

　　・給与カーブのフラット化

　　　若年層の引下げを緩和し、中高齢層職員との世代間配分の是正を図る

◎職員の平均年間給与は、約△18万3千円（△2．6％）

1　職員の給与に関する報告（意見）・勧告

　（1）職員と民間従業員との給与の比較

　　　ア　民間給与実態調査の内容（平成21年4月）

醗匿蒙懸 一、1　　薩　　　　　　．溶

調査i対象規模 企業規模50人以上で、かつ事業所規模50人以上の事業所

事　業　所　数 特別区内の958民問事業所を実地調査i（調査完了746事業所）

イ　職員給与等実態調査の内容（平成21年4月）

燃1　　　　漁’・
撚民藤業員既靴灘員黙　鐸”

鎌職鶉羅
巾

　一　・窯
あ　　　内

62，095人 30，495人 426，373円 44．2歳

ウ　公民比較の結果

○月例給与

講擁難繍 ．襲簾　慧 ・、　　嚢…

424，768円 426β73円 △1，605円（△0．38％）

　（注）民間従業員、職員ともに本年度の新卒採用者は、含まれていない

○特別給の年間支給月数

鰻民間多墜景・． 灘嚢幾1 舞箋，

4．正7月分 4．50月分 △0．33月分
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（2）改定の内容

ア　給料表

　　　・公民較差解消のため、給料月額を引下げ

　　　・地域手当の支給割合の引上げ分（1％〉と同率程度、給料月額を引下げ

　　　・1類初任給までの号給等の給料月額は据え置き、若年層については引下げを緩和

　　　・医療職給料表く一）は、医師の処遇確保の観点から引下げ改定なし

　イ　地域手当の支給割合の改定

　　平成22年度までに段贈的に引き上げることとし、本年は16％から17％に引上げ

　ウ　行政職給料表（一）の初任給

匿．一紛議　　　　　　、韮給料潟額，i．

1類（大学卒程度）　　　　　181，200円（据置き）

皿類（高校卒程度）　　　　　143，000円（据置き）

工　配分

「㍗

　藁 難騨藤鍵・藤甦縢離… 講惣驚麟．・解灘馨る麟1
瓢魏繊　　　　　ミ・

給　　料 △3，099円 △1，372円 △4、471円

諸手当 ｝ 一 一

地域手当 3，594円 一 3，594円

はね返り △495円 △233円 △728円

計
　　　　0円

※配分の変更のみ
△1，605円 △1，605円

オ　期末手当・勤勉手当

　　・民問における特別給の支給状況、人事院勧告や他の地方公共団体の動向を勘案し、年間の支給月数を

　　　現行4．5月分から4．15月分に0．35月分引下げ

　　・本年6月期の特例措置により凍結した02月分については、支給しないこととし、残りの0，15月分

　　　は本年度中に支給する期末手当・勤勉手当から差し引く

○年間支給月数（再任用職員以外の職員の場合）

i叢諜華 護簸・嚢

期末手当 3．0月分 2，75月分

一般職員 勤勉手当 1．5月分 L4月分

計 4．5月分 4．15月分

期宋手当 2．6月分 2．35月分

管理職員 勤勉手当 L9月分 1．8月分

計 4，5月分 4．15月分
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（参考1）改定｝こよる平均年間給与の減少額（公民比較対象職員）

．．

諏鐡・・ 鐡窯鱗 難．

約7，117千円 約6，934千円 約△183千円（△2．6％）

（参考2）モデルケースによる試算

　　○ケース1　⇒係員（1級29号給、年齢25歳） 扶養手当：無、住居手当’有

妻罐礪「垂 ，蕪間簸髪

講鍵灘1 改定欝 雛 難敢定前鏡 …緻憲後 差

218，492円 220β04円 1，812円 3，568千円 3，523千円 △45千円

○ケース2 ⇒係長（4級61号給、年齢40歳）

　扶養手当：配偶者、子2人（教育加算無）、住居手半：有

勲 灘，　給棚艇・　　　　　　　　灘礁給襲
繊薙前鱗 購鍵衝麗

、．
差養　識建前・ ．．哉懸鱒 ．滋諺

453，776円 451，996円 △1，780円　7，579千円 7，384千円 △195千円

○ケース3 ⇒課長（6級69号給、年齢45歳）

　扶養手当：配偶者、子2人（教育加算無）、住居手当’有

、繕肇簾毒
。 翻給鰻

驚祓藏前・・、 ．i繋鋒 薫。、 糞譲縦灘． 蕪雛鍵
　内ρ

議内

637，636円 636，154円 △1，482円 10，627千円 10，363千円 △264千円

○ケース4 ⇒部長（8級55号給、年齢50歳）

　扶養手当：配偶者、子2人（内教育加算1人）、住居手当：有

鎗棚耀、　　一 議舗纏峯．

灘韓前・ …・．纏後羅 i難欝 類騰藤 類敗建簾 ＿差薫

761，292円 759，823円 △1，469円 12β06千円 12，483千円 △323千円

　力　実施時期

　　　・給与水準引下げの改定であるため、遡及することなく、改正条例の公布日の属する月の翌月の初日（公

　　　布日が月の初日であるときは、その日）から実施

　　　・平成2圭年4月から改定の実施前日までの期間に係る公民較差相当分について、平成18年の勧告に

　　　　準じ、本年度中に支給される期末手当の額において所要の調整を実施

（3）特別区の給与構造の改革

　ア　地域手当の支給割合

　　　国等との制度上の均衡を図り、区民に理解されやすい給与制度とする趣旨等から、これまでと同様の

　　取扱い

　イ　給与カーブのフラット化

　　　国や民間賃金の状況を踏まえ、王類初任給までの号給等の給料月額を据え置き、若年層の引下げを緩和

　　　することにより、中高齢層職員との世代聞配分を是正
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（4）超過勤務手当の支給割合等

　労働基準法の改正の趣旨及び国や他団体の動向を踏まえ、超過勤務手当の支給割合等の取扱いにっいて、

　適切な対応が必要

（5）国家公務員退職手当法の改正に関連する退職手当条例の改正

　職員の退職手当に関する条例等の改正に向けて、国家公務員退職手当法改正の趣旨及び国や他の地方公共

　　団体の動向を踏まえた適切な対応が必要

（6）教育職員の給与制度

　　・区費負担の小・中学校教育職員及び区が設置する中等教育学校の教育職員に適用される給与制度は、東

　　京都の教育職員との均衡を考慮して改定等を行うことが適当

　　・幼稚園教育職員給料表については、今後、任命権者において得られる結論をもとに、給料表等を作成

2　人事制度、勤務環境の整備等に関する報告（意見）

　　（1）人事制度の整備

　　　ア　人材確保

　　　　　・特別区は平成19年度採用試験からコンピテンシー面接を本格的に導入、人物重視の採用を強化。有

　　　　　為の人材を採用するため、人物重視の選抜をさらに徹底

　　　　　・複雑・高度化の進む行政課題に即応するには、より幅広く人材を確保することが重要であり、経験者

　　　　　採用試験・選考の受駿資格等の見直しを検討することが必要

　　　イ　人材育成

　　　　　・管理職選考の申込率が長期低迷しているほか、係長・主任主事選考の受験率も低下傾向。任命権者は、

　　　　　職員の昇任意欲醸成のための縄織的支援が必要

　　　　　・人事評価制度にっいては、今後、研修等との連携を進め、人事評価制度に基く人材育成の取組みを充

　　　　　実させることが重要

　　　ウ　人材活用

　　　　　・国家公務員の定年年齢延長に関する入事院勧告や特別区がベテラン職員の大量定年退職期にあること

　　　　　　から、高齢職員の任用・給与制度のあり方の研究が必要

　　　　　・任命権者は、行政専門職制度等の活用により、複雑・高度化の進む行政課題に迅速・的確に対応して

　　　　　　いくことカミ重要

　　（2）勤務環境の整備

　　　ア　職業生活と家庭生活の両立支援

　　　　　ワーク・ライフ・バランスは、一般職員・管理職員ともに、確保されるべきであり、任命権者は、休暇等

　　　　　を利用しやすい勤務環境づくりが必要

　　　イ　超過勤務の縮減

　　　　　・超過勤務の縮減は、職員の健康保持、公務能率の維持・向上の観点から重要

　　　　　・超過勤務が常態化している職場は原因を明確にし、実効性のある取組みが必要

　　　ウ　メンタルヘルスの推進

　　　　　心の健康に関する予防等の未然防止策、早期発見・早期対応等の対策の推進が必要

　　（3）公務員倫理の確立

　　　　公務に対する社会の目が厳しさを増している中、改めて全ての職員が公務員としての意識を高め、区民

　　　　の信託に応えられるよう、不断の取組みが必要
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3　勤務条件に関する措置の要求の状況

　　平成21年度中における杉並区の措置要求の状況は、下記のとおりです。

前年度からの

継続件数A

21年度

要求件数B 完結件数　C
翌年度継続

件数　A＋B－C 備　　　　　考

0 0 0 0

4　不利益処分に関する不服申立ての状況

　　平成21年度申における杉並区の不服申立ての状況は、下記のとおりです。

前年度からの

継続件数A

21年度

申立て件数B 完結件数　C
翌年度継続

件数　A＋B℃ 備　　　　　考

0 0 0 0

’
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